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子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出方法について 

■量の見込みについて 

   子ども・子育て支援事業計画では、教育・保育事業、地域子ども・子育

て支援事業の量の見込み（＝どのくらいの需要があるのか）、対応する提供

体制の確保の内容、実施時期（＝いつ・どのくらい供給するのか）を定め

る。 

   算出方法としては、第一期の支援事業計画作成にあたって国が示した「市

町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のため

の手引き」を基本としつつ、第一期支援事業計画の実績（Ｈ27～Ｈ30年度）、

また本市のトレンドや政策動向、地域の実情等の分析、さらに「子育て安

心プラン」との整合性の確保を踏まえて、各事業の量の見込みを推計し、

具体的な目標設定を行う。 

 

１．国の手引：全国共通で「量の見込み」を算出する項目 

対 象 事 業 認定区分 対象児童年齢 

１ 教育標準時間認定（認定こども園、幼稚園） 

＜専業主婦（夫）家庭、就労時間が短い家庭＞ 
→１号 ３～５歳 

２ 

保育認定①（幼稚園） 

＜共働きであるが幼稚園利用のみの家庭＞ 
→２号 ３～５歳 

保育認定②（認定こども園・保育所） →２号 ３～５歳 

３ 保育認定③（認定こども園・保育所＋地域型保育） →３号 ０歳、１・２歳 

４ 時間外保育事業 ０～５歳 

５ 放課後児童健全育成事業 
１～３年生 

４～６年生 

６ 子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ別） ０～１８歳 

７ 地域子育て支援拠点事業 ０～２歳 

８ 一時預かり事業 

 ・幼稚園における在園児を対象とした一時預かり 

 ・その他 

 

３～５歳 

０～５歳 

９ 病児保育事業 ０～５歳 

１～６年生 

10 ファミリー・サポート・センター事業 ０～５歳 

１～３年生 

４～６年生 

11 利用者支援事業 ０～５歳 

１～６年生 
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２．算出手順：「現在家庭類型」の算出 

   ニーズ調査結果より、対象となる子どもの父母の有無や就労状況等から、

タイプＡ～タイプＦの８種類の「家庭類型」に分類し、その割合を算出し

ます。 

タイプ 父母の有無と就労状況 

Ａ ひとり親家庭 

Ｂ フルタイム×フルタイム 

Ｃ フルタイム×パートタイム 

     （就労時間：月 120時間以上、下限時間～120時間未満の一部） 

 Ｃ’ フルタイム×パートタイム 

     （就労時間：月下限時間未満、下限時間～120時間未満の一部） 

Ｄ 専業主婦（夫）家庭 

Ｅ パートタイム×パートタイム 

   （就労時間：双方が月 120時間以上、下限時間～120時間未満の一部） 

 Ｅ’ パートタイム×パートタイム 

  （就労時間：いずれかが下限時間未満、下限時間～120時間未満の一部） 

Ｆ 無職×無職 

※保育の下限時間は、48時間～64時間の間で市町村において設定 

 

母親 

 

 

父親 

 

1.フルタイム就労 

2.育休・介護休業中 

3.パートタイム就労 

4.育休・介護休業中 

 

5.現在、就労していない 

6.就労したことがない 
120時間以上 

120時間未満 

下限時間以上 
下限時間未満 

1.フルタイム就労 

2.育休・介護休業中 
    

 

3.パートタイ

ム就労 

 

4.育休・介護

休業中 

120時間以上     

120時間未満 

下限時間以上 
    

下限時間未満 

5.現在、就労していない 

6.就労したことがない 
    

■０～２歳：３号認定（満３歳未満の保育を必要とする子ども） 

  タイプＡ、タイプＢ、タイプＣ、タイプＥ 

■３～５歳：１号認定（満３歳以上の保育の必要性がない子ども） 

 タイプＣ’、タイプＤ、タイプＥ’、タイプＦ 

■３～５歳：２号認定（満３歳以上の保育を必要とする子ども） 

 タイプＡ、タイプＢ、タイプＣ、タイプＥ  

タイプＢ 

タイプＥ 

タイプＣ 

タイプＥ’ 

タイプＣ’ 

タイプＦ 

タイプＤ タイプＣ 

タイプＤ 

タイプＣ’ 
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３．ニーズ調査結果からの家庭類型分類イメージ 

 

 

 

 

       いいえ 

 

 

 

       いいえ 

 
 
 
 
 
 

       いいえ 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

       いいえ 

 

 

 

 

 

 

       いいえ 

 

 

 

 

  

パートの場合の「保育の必要性」の判定により短時間認定等の該当 

配偶者がいない？ 

両親がフルタイムの共働き？ 

フルタイムとパートの共働き？ 

パートの共働き？ 

どちらかが無職・専業主婦（夫）？ 

両親とも無職？ 

はい 

はい 

はい 

はい 

はい 

はい 

タイプＡ 

タイプＢ 

タイプＣ 

タイプＤ 

タイプＥ 

タイプＦ 

タイプＣ’ 

タイプＥ’ 

パートの場合の「保育の必要性」の判定により短時間認定等の該当 
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４．「量の見込み」の算出方法（国の手引に準ずる） 

 ①潜在家庭類型の割合に各年度の推計児童数を事業ごとに乗じて、家庭類型

別児童数を算出する。 

 ②①の家庭類型別児童数に利用意向率を乗じて量の見込みを算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域子育て支援拠点事業等、延べ利用者数で「量の見込み」を算出する事業については、利用

したい回数・日数等を掛け合わせる。 

 

 

 

■例：３～５歳児童のニーズ量（ダミー数値） 
  

【アンケート結果より】    → 【推計児童数】 →  【家庭類型別児童数】 

 現在 潜在  2019年度 

（3～5歳） 

 2019年度 

割合 割合   家庭類型型児童数 

タイプＡ 5.0％ 5.0   

 

 

10,000人 

 タイプＡ 500人 

タイプＢ 20.0％ 25.0％   タイプＢ 2,500人 

タイプＣ 10.0％ 12.5％   タイプＣ 1,250人 

タイプＣ’ 10.0％ 12.5％ × ＝ タイプＣ’ 1,250人 

タイプＤ 50.0％ 40.0％   タイプＤ 4,000人 

タイプＥ 2.0％ 2.0％   タイプＥ 200人 

タイプＥ’ 2.0％ 2.0％   タイプＥ’ 200人 

タイプＦ 1.0％ 1.0％   タイプＦ 100人 

 

 

 

 

推計児童数 
潜在家庭類型 

（割合） 

家庭類型別児童数 

（人） 

家庭類型別児童数 

（人） 

利用意向率 

（割合） 量の見込み 
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【認定区分に再編】     → 【利用意向割合】→  【量の見込み】 

区分 家庭類型 推計児童数 
 教育・保育 

利用意向 

 
事業量見込 

  

１
号
認
定 

タイプＣ’ 1,250人  90％  1,125人 

4,915人 
タイプＤ 4,000人  90％  3,600人 

タイプＥ’ 200人  70％  140人 

タイプＦ 100人 × 50％ ＝ 50人 

２
号
認
定 

タイプＡ 500人  90％  450人 

3,840人 
タイプＢ 2,500人  90％  2,250人 

タイプＣ’ 1,250人  80％  1,000人 

タイプＥ 200人  70％  140人 

 

５．戸田市の計画期間の推計児童数 

年齢 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

０歳 １，５８９ １，５２３ １，５１８ １，５１３ １，５１０ 

１歳 １，５７２ １，５１４ １，５０４ １，４９９ １，４９４ 

２歳 １，３９０ １，４９７ １，４９５ １，４８４ １，４８０ 

計 ４，５５１ ４，５３４ ４，５１７ ４，４９６ ４，４８４ 

３歳 １，４８０ １，３２４ １，４７７ １，４７６ １，４６６ 

４歳 １，５２７ １，４１０ １，３０６ １，４５８ １，４５７ 

５歳 １，５６７ １，４８３ １，４２０ １，３１７ １，４７１ 

計 ４，５７４ ４，２１７ ４，２０３ ４，２５１ ４，３９４ 

小計 ９，１２５ ８，７５１ ８，７２０ ８，７４７ ８，８７８ 

６歳 １，４３４ １，５９１ １，４７３ １，４１２ １，３０９ 

７歳 １，４６９ １，４５７ １，５８２ １，４６７ １，４０４ 

８歳 １，３９２ １，４９５ １，４４９ １，５７４ １，４５８ 

計 ４，２９５ ４，５４３ ４，５０４ ４，４５３ ４，１７１ 

９歳 １，４２２ １，４１７ １，４８７ １，４４０ １，５６５ 

10歳 １，４００ １，３５２ １，３１８ １，３８３ １，３４１ 

11歳 １，３３５ １，４１４ １，３７３ １，３３８ １，４０４ 

計 ４，１５７ ４，１８３ ４，１７８ ４，１６１ ４，３１０ 

小計 ８，４５２ ８，７２６ ８，６８２ ８，６１４１ ８，４８１ 

合計 １７，５７７ １７，４７７ １７，４０２ １７，３６１ １７，３５９ 

 


